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研究成果の概要（和文）：経済産業省「企業活動基本調査」のマイクロデータを用いた回帰分析により、マネジ
メント部門が企業の生産性にプラスに寄与することが示された。また、マネジメント部門の中でもとりわけ本社
の研究開発部門および調査・企画部門の貢献度が高いことが確認された。これを踏まえて、時系列産業連関表を
基に作成された経済モデルを用い、マネジメント部門のスマート化による生産性の上昇がマクロ経済に与える影
響の評価を行った。その結果、生産性上昇による平均的な経済成長率がプラスになることが示された。

研究成果の概要（英文）：Regression analysis using micro data from "Basic Survey of Japanese Business
 Structure and Activities" by the Ministry of Economy, Trade and Industry showed that the management
 department contributes positively to firm productivity. In addition, it was confirmed that the R & 
D department and the research and planning department of the head office have a particularly high 
degree of contribution among the management departments. Based on this, this study evaluated the 
impact of increased productivity due to smart management on the macro economy using an economic 
model based on the time-series input-output tables. As a result, it was shown that the average 
economic growth rate is positive.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
マネジメント部門と生産性を結ぶ経路やマネジメント部門の充実が生産性を向上させるメカニズムは十分に明ら
かにされておらず、これらの経路やメカニズムの解明を扱った本研究の成果は、先行研究を補完するものであ
る。また、新たなICTの導入によるマネジメントのスマート化が経済指標に与える影響を評価する先行研究は見
られず、いかなるスマート化が望ましいかという判断材料に乏しい。本研究ではこの影響評価を扱い、マネジメ
ント部門を有する本社機能と経済指標の関係を分析する研究に寄与するものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
企業の生産関数を基礎とするマネジメント部門分析の先行研究では、マネジメント部門を有
する本社機能を組織資本の 1 つとして捉え、企業の生産性や多角化に与える影響が分析されて
きた。組織資本とは、企業を成長させる経営資源を意味する概念である。本社機能は企業の生産
性にプラスに寄与し、その効果に対して企業内 LANなど企業内ネットワークが補完的な役割を
果たしていることが明らかにされた。また、本社機能のうち人事などの管理的部門は企業の多角
化に影響を与えず、調査・企画や国際事業部門が多角化とは反対の影響を与えることが示された。
先行研究から確認されたことは、マネジメント部門の量的・質的充実が企業の生産性向上に寄与
し、その寄与について ICTが補完的な役割を果たすこと、またマネジメント部門を構成する個々
の部門によって企業の生産活動に与える影響が異なることである。 
 これまでの研究では、マネジメント部門が企業の生産性に与える影響は確認されていても、そ
れがどのような経路で及ぼされるものなのかはブラックボックスになっていた。マネジメント
部門および同部門が扱う情報財・サービスが企業の生産活動や経済にどのように貢献するかと
いう点が、本研究において核となる問いである。具体的には、企業の生産関数において、①マネ
ジメント部門を構成するどの部門が企業の生産性向上に寄与するか、②マネジメント部門が収
集する情報財・サービスを提供する産業には規模の経済効果があるか、③マネジメント部門と同
様に情報財・サービスを加工する産業には雇用の吸収効果があるか、④マネジメント部門を構成
する個別の部門間、あるいはマネジメント部門と他のインプットの間にどのような代替関係が
確認されるかという点である。さらに推定された生産関数に基づけば、⑤マネジメント部門のス
マート化によって効率性が向上する場合に、企業や経済にとって望ましい効果がもたらされる
かという点も核となる問いである。 
 
２．研究の目的 

SDGsに掲げられる「産業と技術革新の基盤の構築」や「持続可能な成長の推進」の達成に向
け、政府が企業のマネジメント部門のスマート化を支援する際の基礎情報を提供するために、
「１．研究開始当初の背景」で述べた①～⑤の問いを解明することが本研究の目的である。すな
わち、a)企業の生産性とマネジメント部門を構成する個別の部門の効率性にどのような関係があ
るかを確認すること、b)マネジメント部門に関連する各産業において規模の経済性指標の大きな
産業を確認すること、c) マネジメント部門に関連する各産業において雇用吸収力指標の大きな
産業を確認すること、d)マネジメントに関連するインプット間の代替弾性パラメータを比較する
こと、e)マネジメント部門のスマート化が経済に与える影響を確認することである。 
 前述したように、先行研究では生産関数において企業のマネジメント部門と生産性とを結ぶ
経路は十分に明らかにされておらず、マネジメント部門の充実が生産性向上に寄与するメカニ
ズムはブラックボックスになっている。また、新たな ICT の導入によるスマートなマネジメン
トの実現が、経済指標に与える影響も評価されていない。本研究は、新たにこのメカニズムを明
らかにし、評価のためのシミュレーションを実施しようとするものであり、独自性がある。 
 
３．研究の方法 
本研究では、まず経済産業省「企業活動基本調査」の個票データを用いて、マネジメント部門
を細分化した企業別生産関数のパラメータを推定するとともに、研究会やヒアリングにより工
学系・経済学系研究者からスマートなマネジメントに関する情報を収集し、分析手法・結果の意
見交換を実施する。本社機能部門を構成する調査・企画、情報処理、研究開発、国際事業、総務・
経理・人事などの管理的部門をマネジメント部門と位置付け、これらと原材料、労働、資本を生
産関数のインプットと想定する。「２．研究の目的」で述べた a)～d)の目的のために、パラメー
タの推定を通して、各産業の生産性（TFP）、規模の経済効果、雇用吸収効果、およびインプット
間の代替関係を計測する。 
マネジメント部門を構成する個々の部門の業務は、対事業所サービスや情報サービスを提供
する企業に外注できる可能性があり、「企業活動基本調査」においてもこれらを外部委託した費
用が調査されている。本研究では各企業におけるマネジメント部門からのインプットを組織の
外から調達している経済を想定し、一般均衡モデルを作成する。そして、「２．研究の目的」で
述べた e)の目的のために、同モデルを用い、新たな ICT の導入によるマネジメント部門のスマ
ート化がトリガーとなる価格波及のシミュレーションを実施し、マネジメント部門の提供する
サービスや他の財の価格低下を通して、経済指標がどの程度改善されるかを確認する。 
 
４．研究成果 
 経済産業省「企業活動基本調査」の個票データや時系列産業連関表を用いて、マネジメント部
門と企業の生産構造や生産性との関係を確認した。生産関数の推定結果によれば、マネジメント
部門に関連する 1次・2次情報サービス部門では労働に関して中程度の、資本に関しては低めの
規模の経済性が確認された。これらの部門では規模拡大による生産費用削減は現状でも見込ま



れ、情報通信分野の規制改革、情報プラットフォームの形成などの技術変化がこの効果を補強し
ていくかどうか検討が必要である。また、情報サービス部門、とりわけ 1次情報サービス(基礎
的情報提供型)部門では労働分配率が相対的に高く、一般サービス(基礎的情報活用型)部門は資
本分配率が高かった。1次情報サービス部門ではコンピュータ機器の価格低下を効率性改善の原
動力とし、一般サービス部門では低廉化したコンピュータ機器をさらに活用することで効率性
改善をしていると考えられる。そして、マネジメント部門が企業の生産性に正に寄与すること、
およびマネジメント部門の中でも本社の研究開発部門および調査・企画部門の貢献度が高いこ
とが確認された。 
 
 これを踏まえ、マネジメント部門のスマート
化による生産性の上昇が、マクロ経済に与える
影響を評価した。また、当初の予定に加えて、
マネジメント部門のスマート化を促すための方
策を考えるために、エネルギー税制を例として
同税制の改革が生産物価格に与える影響を評価
した。 
日本の時系列産業連関表を用いて推定された
部門間の代替弾力性によると、日本の生産経済
は全体的に弾力的であることが示された。また、
この代替弾力性に基づき構築された多部門一般
均衡モデルに、マネジメント部門のスマート化
などによる生産性ショックを与えるシミュレー
ションを実施した。代替の弾力性が１よりも大
きな CES 関数で表現される日本経済にマイクロ
な生産性ショックを与えると、集計されたマク
ロ経済、つまり GDP の変動の QQ プロットでは、
上に太い非対称テイルが生じる（図 1）。この場
合、マネジメント部門のスマート化によるマイ
クロな生産性ショックに起因する平均経済成長
率は正になることが示された。 
 
そして、マネジメントのスマート化を促すための方策を模索するために、一例としてエネルギ
ー消費に伴う税負担の増加が生産物価格にもたらす影響を産業連関表の均衡価格モデルによっ
て評価した。日本において導入の進む再生可能エネルギーを含めた多様な電源を効率的に活用
するためには、ICT を用いた高度なエネルギーマネジメントシステムが不可欠であると考えられ
る。エネルギーに賦課される税制の改革を通した生産物価格の上昇は、自動車を多用する特定の
産業部門に偏りがちな既存の税負担を産業全体に広げるだけではなく、スマート化を通したマ
ネジメントの効率化および新しい技術導入を促す可能性があることが示唆された。 
 「１．研究開始当初の背景」で述べたように、マネジメント部門と生産性を結ぶ経路やマネジ
メント部門の充実が生産性を向上させるメカニズムは十分に明らかにされておらず、これらの
経路やメカニズムの解明を扱った本研究の成果は、先行研究の不完全な検証を補完するもので
ある。加えて、新たな ICT の導入によるマネジメントのスマート化が経済指標に与える影響を評
価する先行研究は見られず、いかなるスマート化が望ましいかという判断材料に乏しい。本研究
ではこの影響評価を扱い、組織資本と経済指標の関係を分析する研究に寄与するものである。 
 ただし、以下のような課題が残されている。本研究においても有識者との意見交換を実施した
が、情報関連産業の実務に携わる者に対するヒアリングは十分なされていない。そのため、マネ
ジメントのスマート化を実現するための具体的な技術やビジネスに関して、追加的な実態調査
を実施する必要がある。また、現代においては、世界規模で展開する GAFA のような巨大な IT企
業がサービス部門の基底に存在し、それがもたらす規模効果が日本の産業構造全体の効率性上
昇に寄与していると考えられる。つまり、安価な輸入資源を利用することで国内産業構造の効率
は飛躍的に改善されている可能性があり、その効果の評価は重要な分析課題である。さらに、究
極的には、生産構造における創造的な改革は、生産性と代替性を通してなされる。特に経済の頑
健性に影響を与える代替の弾力性のさらなる精査は、今後も引き続き重要な課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1：マイクロな生産性ショックによる 

マクロ経済の変動 
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